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６広報さつま７ 広報さつま

　平成２１年度の当初予算額は，１２７億６，５００万円です。前年度当初予算額１２９億２，９００万円に対

し，１．３％（１億６，４００万円）の減となりました。平成２１年度予算については町長・町議会議員選挙の

年度であることから，「骨格予算」を意識しながら，継続事業を中心に町民の日常生活に支障を来さない範囲内

での予算計上となりました。

　肉付け予算は今後の補正予算での計上となりますが，景気減退のなかで税収が落ち込む一方，歳出においては，

豪雨災害復興事業の継続や施設の維持補修など今後においても多大な経費が見込まれることから，当面厳しさが

続くものと予想されます。引き続き徹底した行財政改革を進め，中長期的な財政基盤の安定化を図る必要があり

ます。また，平成２０年度後半から，定額給付金など，国の景気対策や生活対策などを目的とした２回の補正予

算が計上されました。こうした予算に関連する事業も，今後２１年度にかけて実施されるため，予算を取り巻く

状況は複雑になっています。

●
歳
入
（
入
る
お
金
）

　
歳
入
の
主
な
も
の
と
し
て
は
、
皆
さ
ん

に
納
め
て
い
た
だ
く
町
税
（
15
・
０
％
）

の
ほ
か
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付

税
（
44
・
０
％
）
、
国
県
支
出
金
（
合
併

補
助
金
含
む
）
（
13
・
４
％
）
、
借
入
金

で
あ
る
町
債
（
11
・
４
％
）
な
ど
の
割
合

が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

■
自
主
財
源
と
依
存
財
源

　
自
分
の
町
で
賄
っ
て
い
る
収
入
（
自
主

財
源
。
主
に
町
税
）
は
、
34
億
９
，
９
０

４
万
円
で
、
全
体
の
27
・
４
％
（
前
年
比

５
・
２
％
減
）
、
逆
に
国
県
支
出
金
な
ど

に
依
存
し
て
い
る
財
源
は
、
92
億
６
，
５

９
６
万
円
で
72
・
６
％
（
前
年
比
０
・
３

％
増
）
と
な
っ
て
お
り
、
国
県
の
施
策
の

動
向
に
左
右
さ
れ
や
す
い
状
況
に
あ
り
ま

す
。
急
激
な
景
気
減
速
に
よ
り
町
税
な
ど

の
減
収
か
ら
、
引
き
続
き
貯
金
（
財
政
調

整
基
金
）
を
取
り
崩
し
な
が
ら
の
厳
し
い

状
況
が
続
く
と
思
わ
れ
ま
す
。

■
借
入
金
（
町
債
）

　
建
設
事
業
の
財
源
や
歳
入
の
不
足
を
補

う
た
め
借
り
入
れ
る
町
債
は
、
14
億
５
，

２
８
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
前
年
度

の
当
初
予
算
と
比
較
し
ま
す
と
、
１
億
４
，

７
５
０
万
円
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
、
国
税
等
の
減
収
の
影
響
で
地
方
交

付
税
の
原
資
に
大
幅
な
不
足
が
見
込
ま
れ

て
い
ま
す
が
、
こ
う
し
た
税
の
減
収
分
を

補
て
ん
す
る
た
め
に
、
町
が
発
行
す
る
赤

字
地
方
債
（
臨
時
財
政
対
策
債
）
も
大
き

く
伸
び
た
こ
と
な
ど
が
影
響
し
て
い
ま
す
。

※
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
後
年
度
の
地
方

交
付
税
に
お
い
て
、
元
利
償
還
金
の
１
０

０
％
が
国
か
ら
補
て
ん
さ
れ
ま
す
。

■
貯
金(

基
金
繰
入)

　
歳
入
の
不
足
を
補
う
た
め
に
繰
り
入
れ

る
基
金
は
、
４
億
３
，
７
３
０
万
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。
前
年
度
の
当
初
予
算
と
比

較
し
ま
す
と
、
２
億
３
，
２
５
９
万
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
平
成
21
年
度
末
の

基
金
残
高
の
見
込
は
19
億
８
，
０
４
７
万

円(

一
般
会
計
分)

と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
歳
出
（
使
う
お
金
）

　
歳
出
の
費
目
ご
と
の
割
合
は
、
民
生
費

（
社
会
福
祉
費
関
係
）
、
公
債
費
（
借
入

金
の
返
済
金
）
、
総
務
費
、
土
木
費
、
教

育
費
な
ど
の
順
で
予
算
に
占
め
る
割
合
が

高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
今
後
、
国
県
の
補

助
事
業
の
採
択
や
確
定
に
伴
う
追
加
事
業
、

自
然
的
要
因
に
左
右
さ
れ
る
災
害
復
旧
事

業
な
ど
の
補
正
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

■
借
金
の
返
済
金
（
公
債
費
）

　
平
成
20
年
度
末
に
お
け
る
借
入
金
の
残

高
は
、
２
０
４
億
２
，
４
１
８
万
円
と
な

り
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、
年
間
予
算

額
を
超
え
る
大
き
な
金
額
に
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
れ
に
対
す
る
年
間
の
元
利
金
返
済

額
は
29
億
７
，
４
６
５
万
円
と
な
り
ま
す

が
、
こ
の
う
ち
50
％
程
度
は
交
付
税
と
し

て
国
か
ら
助
成
さ
れ
ま
す
。

平成20年度比較では１億6,400万円減 継続事業を中心に計上

「骨格予算」を意識して・・・町民生活に配慮

１２７億６,５００万円平成21年度一般会計当初予算

歳入合計　　127億6,500万円

自主財源　　34億9,904万円
依存財源　　92億6,596万円

●議会費　１億３，９０６万円
（前年度比　３，１４４万円の減）
　議員報酬，議会運営費など
　※議員定数が28人から20人へ減少
●総務費　17億３，８９９万円
（前年度比　１億９，８２９万円の増）
　庁舎管理費，情報システム管理費，地方交通対
　策事業費，行政連絡事務費など
●民生費　30億９，７４７万円
（前年度比　７，９９５万円の減）
　保育所運営費，介護保険対策費，国民健康保険
　管理費，後期高齢者医療費など
●衛生費　８億２，３９９万円
（前年度比　８１万円の減）
　し尿処理管理費，ごみ処理管理費，簡易水道
　費，生活習慣病予防費，母子保健事業費など
●農林水産業費　８億６，５６５万円
（前年度比　３７５万円の減）
　中山間地域等直接支払事業費，農山漁村活性
　化プロジェクト支援事業費，林道開設事業費など
●商工費　９，５５０万円
（前年度比　２，０７３万円の減）
　商工振興事務費，中小企業振興資金融資事業
　費，物産観光推進事業費など
●土木費　13億６，５９４万円
（前年度比　２億２，１９０万円の減）
　道路新設改良事業費，道路維持費，公園管理
　費，町営住宅管理費など
●消防費　４億９，７０１万円
（前年度比　６，４３５万円の増）
　消防団費，消防施設費，防災無線費など
●教育費　11億５，６８８万円
（前年度比　５，３９４万円の増）
　小学校管理費，中学校管理費，自治活動推進
　事業費など
●災害復旧事業費　４８７万円
（前年度比　２９０万円の増）
　農地・農業用施設災害復旧費，道路橋梁河川
　災害復旧費
●公債費　29億７，４６５万円
（前年度比　１億２，４９２万円の減）
　平成20年度償還予定の元金及び利子，一時借
　入金利子
●予備費　５００万円（前年度同額）

国民健康保険事業特別会計 33億1,519万円

      548万円

 3億  764万円

25億5,118万円

 1,984万円

4,400万円

老人保健医療特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険事業特別会計

介護サービス事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

1億7,772万円

3億5,094万円

水道事業会計（支出総額）

簡易水道事業会計（支出総額）

特 別 会 計 等 名 称

■特別会計等の予算規模

■町民一人あたりに使う予算は　52万2,108円

■一般会計性質別歳出

当初予算規模

扶助費　　
14億2,134万円 (11.1％）

物件費　　
13億5,965万円 (10.7％）

補助費等　　
10億  912万円 (7.9％）

繰出金　　
 8億1,107万円 (6.3％）

その他　　
 4億6,057万円 (3.6％）

普通建設事業費・災害復旧事業
15億  525万円（11.8％）

※平成21年3月1日

現在の推計人口：

24,449人

人件費　　
32億2,335万円
（25.3％）

公債費　　
29億7,465万円
（23.3％）

義務的経費
76億1,934万円 (59.7％）
義務的経費
76億1,934万円 (59.7％）

その他経費
36億4,041万円 (28.5％）
その他経費
36億4,041万円 (28.5％）

投資的経費
15億 525万円 (11.8％）
投資的経費
15億 525万円 (11.8％）

　
今
、
国
や
県
に
お
い
て
も
、
大
き
な
財
政
改
革
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、

国
か
ら
地
方
へ
の
補
助
金
・
交
付
金
な
ど
も
大
き
く
削
減
さ
れ
て
い
ま
す
。

一
方
、
地
方
で
は
、
税
源
の
地
域
間
格
差
が
生
じ
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、

近
年
の
地
方
交
付
税
に
お
い
て
「
頑
張
る
地
方
応
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
や｢

地

方
再
生
対
策
費｣

、
「
地
域
雇
用
創
出
推
進
費
」
な
ど
新
た
な
枠
組
が
創
設

さ
れ
る
な
ど
、
明
る
い
ニ
ュ
ー
ス
も
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
依
存
財
源
に

頼
っ
て
い
る
た
め
、
厳
し
い
状
況
に
は
変
わ
り
あ
り
ま
せ
ん
。

財
政
の
状
況

災害復旧費等

121,668 円

35,406 円

126,691 円 71,127 円

47,319 円 33,702 円 20,328 円

5,688 円 3,906 円 404 円

55,869 円

総　務　費民　生　費

農林水産業費

土　木　費

教　育　費 衛　生　費 消　防　費

商　工　費議　会　費

公　債　費

繰入金　　
 4億3,730万円 (3.4％）

諸収入　　
 5億2,802万円 (4.1％）

分担金・負担金
 1億6,774万円 (1.3％）

繰越金ほか
 2億3,891万円 (1.9％）

使用料及び手数料　　
 2億1,432万円 (1.7％）

地方譲与税　　
 2億0,000万円 (1.6％）

地方消費税交付金　　
 2億0,000万円 (1.6％）

その他　　
 7,820万円 (0.6％）

国庫支出金
 8億6,874万円 (6.8％）

町債
14億5,280万円 (11.4％）

県支出金　　
 8億4,588万円 (6.6％）

財

源

依
存

７２ ．６ ％

町税　　
19億1,275万円
（15.0％）

地方交付税
56億2,034万円
（44.0％）

自
主
財

源
２
７

％
.４

[歳入]

■歳出（目的別）の主な事業


